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格子型制振壁システムの繰返し性能に関する実験的研究
その4 縦横の長さが異なる本システムの実験結果
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1. はじめに

本稿では、前報(その 1.)に引き続き文献4)で示された格子

型制t居童システム(以下、本システム)全塑性耐力評価式及び

弾性同IJ性評価式を、岡IJ度の異なる格子材で構成された場合を考

慮した式に修正し、載荷実験によりその妥当性を検証する。

2. 全塑性耐力評価式と弾性剛性評価式の導出

本システムの全塑性耐力評価式を導出する。格子材の剛度を

異なる場合も文献3)の式を引用する。格子材を剛と仮定した場

合、本システムの壁の全塑性耐力 ιQ勿は式(1)で表され、鋼管

単体の全塑性摂りモーメント ，tftpは式(2)で与えられる。本研

究で使用した記号のパラメータは前報(その1.)に示す。
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次に本システムの弾性岡I}性評価式を導出する。文献 4)では、

鋼管聞の音日材長さを同ーとしているが、本研究では部材長さを

変え、格子材の剛度が異なる場合も評価式を導出する。以下の

手順で導出する。

① 格子材を同IJとして、円形鋼管の振り変形から壁の水平変

位(5，仰を求めるo

② 円形鋼管及び水平材を剛と して、鉛直材の曲げせん断変

形から壁の水平変位(5"~l)を求めるo

③ 円形鋼管及び鉛直材を剛として、水平材の曲げせん断変

形から壁の水平変位 (5"Mを求めるo

④ ①~③で導出した水平変位の合計を壁の水平変位ふとし、

壁のせん断力12"との関係から壁のせん断剛性cKyを求める。

①円形鋼管の振り変形から壁の水平変位(5"利

鋼管単体で生じる回転岡|片生k;，(OJは式(3)で与えられる。壁のせ

ん断力12"と鋼管の振り変形による水平変位(5"仰は式(4)で表さ

れ、壁のせん断附性CK，.ゅは式(5)で表される。
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②鉛直材の曲げせん断変形から壁の水平変位 (5"~'J

鉛直材の曲け変形を考える。内部仕事と外部仕事の関係より

壁のせん断力 12"は式(6)で表される。式(6)，(7)より壁のせん

断力，Q"と水平変位 nl5"(/l)の関係、は式(8)で表される。
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次に鉛直材のせん断変形を考える。鉛直材 l本の断面積をバ

とすると鉛直材の総断面積はmxAと表され、壁のせん断力12"
は式(10)で表される。式(9)，(10)より壁のせん断力 12"と水平

変位β~"Jの関係は式(11 ) で表される。
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式(8)，(11)より鉛直材での水平変位(5，刷の合計は式(12)で

表される。 壁のせん断力 ιß，と水平変位(5"~l)の関係は式 ( 1 3) で

表され、壁のせん断剛性cK，ψjは式(14)で表される。
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③水平材の曲げせん断変形から壁の水平変位d，，(v)

水平材の曲げ変形およびせん断変形は鉛直材と同様の考え

方のため、壁のせん断力 cQJ，と水平変位 d"Mの関係は式(15)で

表され、壁のせん断剛性よ"仰は式(16)で表される。
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④壁の水平変位(5"

壁の水平変位 d"は式(4)，(13)， (15)で求めた水平変位の合

計より式(17)で表される。壁のせん断力12"と水平変位d"の関

係は式(18)で表され、壁のせん断岡l性 ぷ2は式(19)で表される。

15， =15"" +ð~" +4M (17) ，Q， = ，Kh A (18) 
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よって壁のせん断力12"とせん断変形角♂の関係は式(20)で

表され、壁のせん断剛性ふは式(21)で表される。

，Q" = ，K".H. ，Y (20) ，K， = ，K， . H (21) 
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図 l 荷重一変位関係

3. 載荷実験結果

図 lにひずみゲージから算出した荷重・変位関係を示す。一

点鋭線は前項の式(1)から算出した全塑性耐力 ιQhpを示す。計

測機器の制限により、 NO.1では図 l上部の点線で固まれた4つ

の鏑管、 NO.2及びNo.3では6つの鋼管近傍にひずみゲージを

貼付け計測を行った。ひずみゲージからのせん断荷重の算出方

法は、 NO.1では鋼管①のねじり荷重を4倍、壁の外立船旦に位置

する鋼管②及ひ匂はそれぞれ2倍、さらに壁中央に位置する鋼

管④のねじり荷重を合算して壁高さ Hで割っている。NO.2及

びNO.3も同様の方法で算出している。NO.1では、せん断変形

角。が 1120radまでせん断耐力は低下しておらず、全塑性耐力

で降伏し始め、紡錘形の安定した履歴挙動を示した。また8回

目以降に行った単調載荷で怯、せん断変形角 eYが l/lOrad.まで

せん断耐力は維持していた。NO.2及びNo.3ではせん断耐力が

低下していたが、安定した履歴挙動を示した。剛度の異なる格

子材を用いた場合で、も安定的なエネノレギー吸収を行った。

すべての試験体において、本システムに配置した複数の円形

鋼管はほぼ同時に降伏し、安定した履歴挙動を示していた。塑

性化後も緩やかに耐力が上昇しており、円形鋼管の配置によら

ずに複数の円形鋼管は同じ挙動を示していた。

表 lに2章で提案した評価式による計算値と実験で得られた

実験値の弾性同IJ性値の比較を示す。実験値eKyと計算値cむとの

弾性岡|性比(.K/.ぷ)は9害IJ強制直であり、修正した桝生同IJ性評価

式も有効であると考えられる。載荷時に冶具部分に多少の変形

が生じたため、計算値と実験値では l害IJ弱の誤差が生じたので

はないかと考えられる。

※l愛知工業大学大学院生

※2愛知工業大学元学生(現前回道路株式会社)

約 (株)竹中工務居竹中技術研究所

制 愛知工業大学教授

試験体

4. おわりに

本研究では複数の円形鋼管を配置した格子型制振壁システ

ムにおいて、文献4)で示された全塑性耐力評価式及び期生附生

評価式を剛度の異なる格子材で構成された場合を考慮した式

に修正し、載荷実験によりその妥当性を検証した。本研究で得

られた知見を以下に示す。

載荷実験を行った3つの試験体は、文献3)で示された評価

式で算出した全塑性耐力 ，Q"pで、降伏し始め、紡錘形の安定し

た履歴挙動を示した。岡IJ度の異なる格子材を用いた場合も安

定的なエネルギー吸収を行った。

本システムに配置した複数の円形鋼管はほぼ同時に降伏し、

安定した履歴挙動を示した。塑性化後も緩やかに耐力が上昇

した。

修正した弾性岡I}性評価式から得られた計算値ふとひずみ

ゲージから算出した実験値eKyの弾性剛生比(よJぷ)は9割強

であり、良い対応を示した。
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